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〔資　　料〕

家族への退院支援に関する国内文献レビュー（第2報） 
―退院調整看護師に関するこれまでの研究と 
家族への退院支援に関する今後の研究課題―

影山　葉子1）2）　　浅野みどり3）

要　　旨

患者の家族への退院支援に関する国内の先行研究のレビューの第1報として，退院における家族へ

の意思決定支援に関する文献レビューを行い，具体的な実践の仕方が見えづらく，実践の中の看護師

の認識や判断を明らかにしていく研究の必要性が示唆された．第2報である本稿の研究目的は，近年

配置が進んだ退院調整看護師に関する文献レビューを行い，第1報と合わせて，家族への退院支援に

関して，今後どのような研究が必要であるか考察することである．

退院調整看護師に関する研究文献を検索の結果，1998年の1文献と2001年の1文献，2004～2012年

までの24文献の合計26文献が収集された．研究の内容は，「退院調整看護師の役割」，「退院支援のあ

り方」，「退院調整看護師の教育支援」の大きく3つに分けられた．

第1報での示唆と同様に，第2報でも，退院調整看護師がどのように考え，判断しながら実践してい

るかという具体的な実践の仕方が見えづらかった．また，退院調整看護師に求められている主な支援

として，意思決定支援が挙げられたが，第1報と第2報を通して，家族のみに焦点を当てた研究は少数

であった．現代社会の家族の現状に合わせた退院支援を行うため，退院支援を専門に行う退院調整看

護師の実践を言語化し，専門的な実践がどのように身につき，どのような仕方で実践されているのか，

家族への意思決定支援における退院調整看護師の実践知を明らかにしていくことが今後の研究課題と

して考察された．
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Ⅰ．はじめに

2012年2月に閣議決定された社会保障・税一体改

革大綱では，第一次ベビーブーム（1947～1949年）

に生まれた団塊世代が75歳以上となり，社会保障

サービスの需要や給付費の急激な増加が予測される

2025年の医療・介護提供体制のあるべき姿が示さ

れ，病床の機能分化と連携の強化が明確に打ち出さ

れた（厚生労働省医政局指導課在宅医療推進室，

2012；高島，寺澤，2012）．これによって医療機能

分化が推進され，患者の療養の場のスムーズな移行

が重要視されるようになった．

第1報ではこうした現状を踏まえ，患者の退院後

の新たな療養環境を整えるための家族への支援の中

でも特に家族への意思決定支援に焦点を当て，国内

文献のレビューを行った．その結果，これまでの家

族への意思決定支援に関する研究は事例を対象とし

た研究が多く，意思決定支援の「方法」や「内容」，

看護師の「役割」や意思決定に影響を及ぼす「要

因」，退院調整の「過程」といったテーマに即して

客観的にまとめ挙げられ，看護師がどのように考
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え，判断しながら実践しているかという具体的な実

践の仕方が見えづらかった．そこで，専門家の実践

的知識の特徴的様式についてのSchönの研究（佐

藤，秋田訳，2001）を手がかりにし，これまで明ら

かになった支援の「方法」や「内容」，「役割」など

がどのように看護師に身について，どのように個別

の事例に具体的に実践されているのか，実践の中の

看護師の認識や判断を明らかにしていくことが今後

の研究課題として示唆された．患者が要介護状態に

なると，患者の退院後の生活に関しては患者の意思

だけでなく，家族の意思も確認するということが行

われているが，第1報で文献を検討したところ，要

介護状態になった患者のすべてが意思決定をするこ

とも難しくなっているとは限らないことが明らかに

なった．しかし，看護師は患者の状態から，退院に

関する意思決定に，どのくらい患者自身を参加させ

るかまたは家族を代理意思決定者とするのかの判断

をどのようにしているのか，意思決定の主体をどの

ように捉えているのか，といったところはどの文献

にも触れられていなかったため，こうしたことを今

後探究していく必要性も考えられた．また，倫理に

ついて直接触れている文献が少なく，看護師の現実

的な倫理的思考を言語化していくことの必要性も示

唆された．

2008年に導入された後期高齢者医療制度で「退

院調整加算」が新設され，施設基準として「退院調

整部門に専従の看護師または社会福祉士が配置され

ていること」が掲げられ，これによって全国の病院

で多くの「退院調整看護師」が誕生した（三輪，

2011）．さらに2012年度の診療報酬の改定によっ

て，退院調整部門には，看護師と社会福祉士の両職

種の配置が義務づけられた（厚生労働省保険局医療

課，2012）．退院支援を専門に行う退院調整看護師

の実践に注目することは，病棟看護師をはじめとし

たすべての看護師に必要な退院支援という看護実践

能力の向上，看護の質の向上に寄与できると考えら

れる．そこで本稿では，これまで行われてきた退院

調整看護師に関する研究の内容を明らかにするため

に，「退院調整看護師」に関する文献レビューを行

い，今後に向けて提案される研究課題について考察

する．最後に第1報と合わせて，家族への退院支援

に関して，今後どのような研究が必要であるのかを

考察していくこととする．

Ⅱ．用語の定義

「退院調整看護師」の定義は，「院内外の多職種・

多部門と協働しながら，患者の退院後の療養生活が

円滑に行われるよう支援・調整を行う看護職」とい

う永田（2011）による定義を採用する．

「退院支援」と「退院調整」という用語は分けて

使用せず，「入院患者が適切な時期に病院を退院し，

円滑に次の療養場所に移行できるようにするために

行われる支援全般を指す」という永田（2011）によ

る「退院支援」の定義を採用し，「退院調整」は広

義に「退院支援」に含まれるとし，「退院支援」を

用いる．ただし，文献を引用している部分は，各文

献で用いられている用語をそのまま使用する．

Ⅲ．研究方法

1．文献の収集方法

医学中央雑誌Web版（ver. 5）を用いて，「退院調

整看護師（婦）」をキーワードに，1983年から2012

年までの期間に発表された文献を検索した．検索の

結果，1998年の文献が1件と2001年の文献が2件収

集され，その後2003～2012年までの9年間の125件

の文献が収集された．これら合計128件の文献か

ら，「原著論文」と「看護文献」に条件を絞り，再

検索を行ったところ，1998年の文献が1件と2001

年の文献が1件，2004～2012年までの24件の合計

26件の文献が収集された．

2．分析方法

収集された26件の先行文献のトピックについて，

関連性を体系的に整理するために文献マップ（Cre-

swell, 操，森岡訳，2007）を作成した．文献を整理
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した後，退院調整看護師に関して提案される研究課

題について考察し，マップの一番下に位置づけて明

示した（図1）．

Ⅳ．結　果

1．文献の概要

退院調整看護師に関する研究は，「退院調整看護

師の役割」，「退院支援のあり方」，「退院調整看護師

の教育支援」の大きく3つに分けられた．

1）退院調整看護師の役割

「退院調整看護師の役割」では，退院調整看護師

の誕生が，退院支援の役割を明確にしただけでな

く，これまで退院支援を行っていた病棟看護師や看

護管理者との役割分担やそれぞれの役割が見直され

ることにつながっていた．退院調整看護師の役割の

中には，患者や家族に対する退院支援に関してのみ

ならず，病棟看護師の退院支援に関しての教育につ

いて挙げている文献が多くみられた．田中，伊藤，

真野（2012）の退院調整看護師を対象にインタ

ビューを行った研究では，退院調整看護師は病棟看

護師のアセスメント力の重要性を挙げており，その

ために自ら病棟に赴いたり，カンファレンスや病棟

訪問の際に病棟看護師から質問や相談を受けている

ことが，病棟看護師のアセスメント力の育成につな

がっていると述べられている．また，根本，大槻

（2012）も，退院調整看護師に行ったインタビュー

のデータを用いて退院調整看護師が認識する役割を

挙げたうえで，退院調整看護師の技術と知識を活か

し，時間的制限のある病棟看護師が，患者と家族，

病棟と患者・家族をつなぐことや，退院調整の経験

を重ねていけるよう継続して働きかけていくことを

今後の課題として述べている．同様に陶山，三原

（2009）の研究でも，過去4年間の地域医療連携室

の業務実績と退院調整看護師が介入した事例から退

院調整看護師の役割を挙げ，今後の課題として病棟

注）SWはソーシャルワーカー（Social Worker）の略
図1.　文献マップ
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内での退院調整の軸となる人材育成の必要性につい

て触れている．北川，岩郷，細見他（2009）の退院

調整看護師を対象としたフォーカスグループインタ

ビューでは，病棟看護師は退院後の生活に目が向か

ないことが指摘され，退院調整看護師は病棟看護師

に対して在宅への知識や対応を知ってほしいと感じ

ており，病院全体の退院支援に対する意識を高めた

いと考え，院内講演会を実施するなどの様々な活動

を行っていることが述べられている．

一方，退院調整部門を設置しておらず，退院調整

看護師の導入もされていなかった時の病院の看護管

理者を対象にインタビューを行った丸岡，佐藤，川

島他（2004）の研究では，看護師は退院調整の中心

的役割を果たしているが，提供される支援の内容は

看護師の退院調整に関する知識・技術の程度に影響

する可能性が示唆され，退院調整を行う専門的知識

や技術をもった退院調整看護師の配置の重要性が述

べられていた．また，青木，真鍋，豊島他（2009）

による病棟看護師を対象にした調査によると，看護

職の役職と退院調整における役割意識については，

社会資源の情報収集・助言と調整機能に関してス

タッフ・主任・師長といった役職間に有意差がみら

れたが，同じ「スタッフ」という職位であれば，経

験年数と役割意識では有意差がみられなかったこと

が報告されている．また，この研究では，受け持ち

看護師が退院調整を行うべきと認識していた者は全

体の約半数にとどまり，看護師の退院調整役割に対

する不十分な位置づけが明らかになったが，一方で

多くの看護師が社会資源の知識不足や退院調整シス

テムの周知が不十分であり，知識を高めたいと思っ

ていることも述べられている（青木他，2009）．小

川（2011）による病棟看護師のインタビューから

は，病棟看護師は退院調整を退院調整看護師に任せ

ていると認識しながらも，患者・家族と関わりたい

思いと関われない思いで葛藤を抱えており，退院調

整看護師に教育的支援や情報システムを求めている

ことが明らかになっている．病棟看護師の中には，

実際に退院支援を行っていても看護師自身が気づい

ていない状況や，退院支援と認識していないためか

記録に残っていない状況があり，貴重な情報を活か

せていないことなどから，退院調整看護師と協働す

ることによって，病棟看護師自身が現在行っている

看護活動を再認識する必要性も示唆されている（平

田，伊藤，末成，2011；小川，2011）．

「退院調整看護師の役割」として，患者・家族に

対する支援として多く挙げられていたのは，患者・

家族への意思決定支援であった（丸岡，伴，川島

他，2009；陶山，三原，2009；稲田，菊内，廣澤

他，2011）．退院調整看護師に限らず，病棟看護師

にとっても，「患者・家族関係および患者・家族と

医療従事者の関係調整」や「患者・家族の生活ニー

ズの調整・分析」，「患者・家族との相談」といった

患者・家族への意思決定支援に関連したことを役割

として挙げている研究もあった（青木他，2009；平

田他，2011）．

2）退院支援のあり方

「退院支援のあり方」としては，先駆的に退院調

整看護師（実際の文献では退院調整看護婦
0

と書かれ

ているが，本稿では退院調整看護師
0

に統一する）を

配置していた病院で，本道，川村（1998）本道，須

藤，川村（2001）が退院調整過程に関する研究を

行っている．その他には，退院支援の方法論的なと

ころがトピックとなり，退院支援の現状と課題を明

らかにしたもの（黒木，海老原，中西，2004；丸岡，

洞内，佐藤他，2008；横井，久保田，石川他，2009；

藤澤，2012）から，退院支援のためのツール（吉田，

山本，鴻巣，2011）やプログラムの作成（月森，今

岡，東，2008）といった具体的な方法を検討したも

のがあった．また，退院調整部門で他職種と協働す

るために職種の特徴を踏まえた方法論的研究（石橋，

吉田，木暮他，2011）や，退院調整看護師の面談記

録から意思決定に影響を及ぼす患者・家族の要因を

明らかにし，退院支援のあり方に示唆を得ようとす

るもの（坂井，塚原，岩城他，2011）もあった．

先駆的な退院調整看護師の研究として，本道他

（1998，2001）の退院調整過程に関する研究がある
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が，これらの研究からは，退院調整過程が，患者お

よび家族の退院に対する意思決定への支援と，その

後の家族による退院準備への支援の2つの過程で構

成されていることが示され，最初の「退院に対する

意思決定」ができると，患者・家族は主体的に次の

「退院準備」を開始できるようになるとしている．

また，これらの本道らの研究では，患者の病状が安

定し退院が可能な状態であるという主治医の判断が

あって退院調整看護師に依頼がされており，退院調

整看護師も，依頼を受け，主治医に退院可能な状況

であるかを確認してから，患者が退院に向けての調

整対象であるかを判断していることがうかがえた．

しかし，近年の退院支援の課題やあり方では，入院

初期からの退院支援の必要性を挙げていたものが多

いことから（藤澤，普照，森他，2006；丸岡他，

2008；横井他，2009；藤澤，2012），在院日数の短

縮化が加速した現状が理解できる．ところが一方

で，最初に退院支援に関わる病棟看護師からは，

「退院の見通しがないと退院について話しにくい」

や「退院について話すタイミングがわからない」と

いった意見が聞かれたり（横井他，2009），退院支

援の見極めが困難（藤澤，2012）といった課題が明

確になり，こうしたことに対して，アセスメント

シートの有効活用の必要性を述べている文献（吉田

他，2011）や，入院早期から意図的に患者・家族の

意向を聞く機会を複数回もち，入院時のみでなく，

病状変化に合わせて複数回の退院に向けたアセスメ

ントを行う必要性も示されていた（藤澤，2012）．

また，電子カルテ上の退院調整支援プロセスの活用

方法（吉田他，2011）や退院支援プログラムの作成

（月森他，2008）についての報告もあった．退院調

整看護師がケア会議を開催して退院支援を行い，退

院後は自宅で療養生活を送っている患者と家族へイ

ンタビューをした藤澤他（2006）の研究によると，

医師・看護師に対しては肯定的意見と否定的意見が

聞かれたが，退院調整看護師に対しては肯定的意見

が多く述べられたことが報告されている．一方，丸

岡他（2008）によると，退院調整活動を評価してい

る病院は少なく，退院調整機能を強化するためにも

退院調整の評価方法を検討する必要性も述べてられ

ている．退院調整部門での他職種との協働につい

て，石橋他（2011）による退院調整看護師とソー

シャルワーカーの判断プロセスの共通点とそれぞれ

の特徴を明らかにした研究では，退院支援計画の方

向を規定する重要な段階である支援開始初期に，両

職種の情報収集方法や判断が異なることを指摘し，

初回面談で重点的に両職種協働体制を組むことに

よって，社会福祉的な課題が多くあるのか，医療的

な課題が多くなるのか，支援課題の特徴についての

より豊富な情報収集・分析が可能となるだろうと述

べられている．意思決定に影響を及ぼす患者・家族

の要因についての坂井他（2011）の研究では，退院

調整看護師が患者と家族に行った面談の会話記録を

カテゴリー化し，要因を抽出している．その結果，

療養の場の意思決定に影響を及ぼす患者・家族の要

因には，在宅療養を推進する因子と難渋する因子が

混在し，混沌としている状態であったが，話し合い

を重ねることで徐々に気持ちをすり合わせ，療養の

場を選択するプロセスをたどっていたことが明らか

になっている（坂井他，2011）．

「退院支援のあり方」として，先行研究では，在

院日数の短縮化が進む中，入院初期からのスムーズ

な退院支援に向けての支援のあり方に重点が置かれ

ていた．

3）退院調整看護師の教育支援

「退院調整看護師の教育支援」については，退院

調整看護師等を対象とした研修会参加者の発言内容

から，退院支援の現状を明らかにし，必要な教育支

援について考察した塚本，郷間，村上他（2012）の

研究があった．この研究では，参加者たちが必要な

退院支援・退院調整のアセスメントに困難を感じ，

自信をもてないまま実践している可能性が考察さ

れ，退院支援・退院調整を担っている看護師同士で

考え，確認し合える学習機会により，アセスメント

力や支援に対する自信を高めることに繋がる教育的

支援の必要性が示唆されている（塚本他，2012）．
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吉田，伊藤，千葉他（2012）の「退院調整看護師の

ためのリフレクションを中核とした活動支援プログ

ラムの試案開発」は，こうした示唆に関連して具体

的な支援プログラムの試案を開発した研究であった．

2．退院調整看護師の家族への支援

文献のトピックについて，関連性を系統的に整理

し，退院調整看護師に関する研究について概観した

が，退院調整看護師の家族への支援については，先

行研究ではどのようなことが述べられてきたのだろ

うか．

家族への支援は，患者への支援と分けて述べられ

るのではなく，「患者・家族への支援」とひとくく

りにされて述べられていた．本道他（1998）の研究

によると，患者本人の在宅療養の意思を叶えるため

に，退院調整看護師がキーパーソンである配偶者と

親族との関係調整を行い，経済的基盤を整備するこ

とに最も時間が費やされていたことが指摘されてい

る．また，もうひとつの本道他（2001）の研究では，

患者の在宅療養の意思を確認した後，家族の意思の

確認を行ったところ，家族が今後の療養場所につい

て意思決定ができなかった事例が挙げられている．

こうした事例に対し，退院調整看護師はいくつかの

可能な療養方法を患者と家族に提示するという支援

を行うことにより，家族は提示された内容を検討

し，自ら方法を選択した上で，在宅療養の意思を固

めていったことが述べられている（本道他，2001）．

丸岡他（2008）研究では，退院調整部門の設置理由

や退院調整看護師への相談・依頼内容で多かったも

のが，「患者・家族が退院後の療養の場を意思決定

するための支援」であったことが述べられている．

また，退院調整看護師が認識する現状にも，退院調

整看護師の役割として「患者・家族の意思決定支

援」は挙げられており（根本他，2012），退院調整

看護師が退院調整に関して困っていることとして

も，「患者・家族との合意形成や意思決定支援が難

しいので学びたい」ということが挙げられていた

（藤澤，2012）．そして，家族が退院を受け入れてい

かなければ患者本人の希望は叶えられないため，患

者・家族の思いを叶えていくためには，双方の思い

を確認しながら支援していく必要がある（田中他，

2012）としながらも，患者より家族の意向が優先さ

れることが課題として挙げられていた文献（藤澤，

2012）もあった．

病棟看護師は，退院が「患者の思いに沿えない」

ことや，「家族次第」であることに葛藤を抱いてい

た（小川，2011）．小川（2011）によると，こうした

葛藤は，日頃から患者に一番近い存在として関わっ

ている看護師が看護業務に追われ，患者・家族と話

をする時間がないことから生じていると考察され，

病棟看護師は患者・家族のことを考えて，退院調整

看護師に意図的に面談を依頼することがあると述べ

られている．また，退院調整部門の設置や退院調整

看護師の導入の増加による退院調整活動の実態を比

較した丸岡他（2008）の研究によると，退院調整看

護師の導入が増加する前の2003年と，2006年の改

正医療法により退院調整部門の設置が進み，退院調

整看護師の導入が増加した後の2007年を比較して，

退院後の療養先として「施設」が増加していること

が述べられている．さらにこの研究では，病棟師

長が認識する退院調整の目的の上位3項目として，

2007年は「転院先の確保」，「利用サービスの調整」，

「家族の意思決定」が挙げられ，2003年と比較する

と「転院先の確保」が増加し，「患者の意思決定」

が減少したことが述べられている（丸岡他，2008）．

退院調整看護師の最も身近にいて，協働すること

の多い他職種であるソーシャルワーカーとの退院支

援過程における判断プロセスの特徴を明らかにした

石橋他（2011）の研究によると，看護職は常に患者

の状態を見極めつつ，予測される今後の状態に応じ

て家族との関係を把握するのに対し，ソーシャル

ワーカーは患者と家族の関係性に着眼し，今後の家

族全体が進む方向性を見極めていたことが述べられ

ている．そして，こうした特徴がみられた背景とし

て，学問的発達のプロセスや理念・定義の違いを挙

げ，看護師が個人への支援を中心として発展してき

たのに比べ，ソーシャルワーカーは元来人と環境の
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関係に働きかけることを業とする職種であることが

述べられている（石橋他，2011）．

退院調整看護師の家族への支援として，先行研究

では，患者と家族は支援の対象としてひとくくりに

されていた．そして，患者より家族の意向が優先さ

れる傾向が指摘されていた．退院支援の中でも患者・

家族の意思決定支援は，看護師が行う重要な支援で

あるが，病棟看護師よりも，退院支援を専門に担う

退院調整看護師に依頼することが多くなっていた．

Ⅴ．考　察

1．これまでの退院調整看護師に関する研究の内容

と提案される今後の研究課題

2003年以降，退院調整看護師に関する文献が突

然に増え始めたことから，先駆的に退院調整看護師

を配置した病院はあったものの，法制度整備の流れ

に伴い退院調整看護師の配置が一気に進み，研究も

活発に行われるようになったことがわかる．

退院調整看護師の誕生によって，退院支援が専門

分化されただけではなく，日々最も患者と関わって

いる病棟看護師の退院支援という看護実践が見直さ

れるようになったと言える．病棟看護師は退院支援

に関するスキルを高めるために，退院調整看護師か

らの教育的支援を望んでおり，退院調整看護師も病

棟看護師のそうした思いに応えたいといった相互作

用がみられていることが先行研究から明らかになっ

た．しかし，病棟看護師は実際に退院支援を行って

いても退院支援として認識していないためか，記録

されていないという報告もあったことから，病棟看

護師自身が現在行っている看護活動を再認識できる

ような，退院支援の実践を言語化・可視化する研究

が求められていると考えられる．また，退院支援の

あり方には多くの課題が指摘されており，方法論的

な部分でも効果的な退院支援のためのツールの開発

や実践方法などについても，今後は有用性を実証し

ていくような研究を積み重ねていく必要がある．例

えば，退院支援の評価方法について，評価尺度の開

発といった研究（千葉，2005）も始まっているが，

こうした退院支援の評価に関する研究はまだまだ少

なく，さらなる研究が求められる．退院調整看護師

は認定看護師や専門看護師と違って，明確な教育プ

ログラムや養成コースもなく，経験の積み重ねで実

践を行ってきたところがあり，これからも退院支援

を専門的に担う看護職として，退院調整看護師の育

成と質の向上のために教育支援は欠かせないと考え

られ，そのための研究も必要とされている．

退院調整看護師の役割として求められている主な

患者・家族への退院支援に，退院後の療養の場を決

定するための意思決定支援が挙げられた．その理由

として，病棟看護師は意思決定支援に関わりたくて

も日常の看護業務に追われ，患者・家族の意思を確

認したり合意形成の過程に関わる時間が十分にない

ことが考えられた．そして，患者が退院するために

は家族が退院を受け入れる必要があり，患者より家

族の意向が優先される場合があることも明らかに

なった．本道他（1998，2001）の研究は，介護保険

制度が施行される前の研究であったことから，退院

後の療養生活に関しての選択肢も少なく，在宅療養

を選択し，継続していくためには家族の協力が大き

かったことが考えられる．退院調整部門が設置され

て退院支援が専門分化するにつれ，退院後の療養先

として「施設」が増え，退院調整の目的の上位3項

目に「転院先の確保」，「家族の意思決定」が入り，

「患者の意思決定」が減ったという丸岡他（2008）

の研究からは，介護保険制度が施行され，退院後の

療養生活に関しての選択肢も増え，院外の機関との

連絡・交渉を専門に行う退院調整部門という窓口が

設置されたことで「転院先の確保」がしやすくな

り，「施設」への転院が増えたこと考えられるが，

それに加えて，自宅退院にしても施設に転院するに

しても「患者の意思」より「家族の意思」が優先さ

れるようになったことも考えられる．ただし，意思

決定が困難な状態の患者自体が増えていることも考

えられるが，丸岡らのこの研究では患者の状態に関

する情報がないため，定かではない．
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患者よりも家族の意向が優先されやすい理由とし

ては，石橋他（2011）の研究によって明らかになっ

た看護師の判断プロセスの特徴からも，次のように

考えることができる．看護師は常に患者個人への支

援を中心に考えるため，患者の意向や意思を尊重す

ると思うが，一方で看護師は，患者が退院後も様々

な面で他者に依存しなければならないことを日頃の

看護実践から認識するため，患者が退院後も安心し

て継続した療養生活が送れるために，最も絶対的で

継続した関係性とされる他者である「家族」の意思

を確認すると考えられる．つまり，患者個人への支

援を考えた結果，患者の意思決定支援よりも家族の

意思決定支援の方が退院支援の目的として優先され

たり，家族の意向が優先されやすいといったことが

起こるのではないかと考えられる．

第1報での示唆と同様に，退院調整看護師に関す

る研究でも，退院調整看護師がどのように考え，判

断しながら実践しているかという具体的な実践の仕

方が見えづらかった．吉田他（2012）は，退院調整

看護師のための活動支援プログラム試案開発の中

で，退院調整看護師の活動支援においては，当事者

の支援ニーズに対応した能力開発を体系的に行う必

要があるが，その方法は自らの退院支援実践から知

識を作り出すリフレクションを組み入れることが効

果的と考えると述べている．吉田らの研究からは，

退院調整看護師は退院支援についての課題や自らの

能力開発のために支援してもらいたいニーズを抱え

ながら，日々の退院支援活動を行っていることが読

み取れる．坂井他（2011）の意思決定に影響を及ぼ

す患者・家族の要因についての研究は，第1報の文

献検索によっても収集された文献であるが，この研

究では患者・家族の要因を明らかにすることで退院

調整看護師の支援のあり方に示唆を得ることに繋げ

ているが，ここで明らかになった要因から考察さ

れ，支援のあり方として示されていることも，実は

すでに実践されていることであったり，こうあるべ

き論に過ぎず，実際に研究によって考察された支援

のあり方がどのような仕方で実践されているのかを

可視化していく必要がある．実際にどのようなタイ

ミングで実践され，実践の中にはどのような看護師

の認識や判断があるのか，そうした認識や判断は看

護師の実践経験からどのように生成されているの

か，具体的な実践の仕方を記述し，退院調整看護師

の実践知を明らかにしていくことが求められる．そ

の意味でも，吉田他（2012）が開発した「退院調整

看護師のためのリフレクションを中核とした活動支

援プログラム試案」が，記述のための手法にヒント

を与えてくれている．このプログラムは，リフレク

ションによって退院調整看護師が自らの実践をグ

ループの中で言語化することによって，他のグルー

プメンバーとの関わりの中で自らの経験を基に，自

らで新しい知を生み出すというプログラムであり，

実践に必須の思考様式の修得・向上を中心としたこ

れまでの教育支援とは異なっている（吉田他，2012）．

これまでの研究の内容について関連性を体系的に

整理したところ，退院調整看護師に関して提案され

る研究として，「患者・家族への意思決定支援にお

ける退院調整看護師の実践知」が考えられ，図1の

文献マップの一番下に位置づけて明示した．

2．家族への退院支援に関して，これから必要とさ

れる研究課題

退院調整看護師に関する文献レビューでも，退院調

整看護師の役割として求められている主な患者・家

族への退院支援として，意思決定支援が挙げられた．

また，これまでの退院調整看護師に関する研究にお

いても，第1報での家族への意思決定支援に関する研

究と同様に，どのように考え，判断しながら実践して

いるかという具体的な実践の仕方が見えづらかった．

家族への意思決定支援に関する文献では，「家族

が主体的に意思決定できるように」支援することが

述べられていることがある（小笠原，2003）．しか

し，家族にとって患者は，「家族」と言えども「他

者」である．他者の代わりに意思決定をしなければ

ならないことは，特に医療現場では少なからず生命

にかかわることに関連しており，家族にとっては大

きな負担である場合も多い．退院にかかわる意思決
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定の中にも，退院後の療養の場でどういったケアを

受けられるところを選択するのか，介護保険による

サービスをどの程度利用するのか，状態が悪化した

場合の延命治療についてなど，生命にかかわること

が多い．患者・医師・看護師の3者の認識の相違か

ら，退院支援における病棟看護師の役割を検討した

研究によると，3者ともに退院にかかわる意思決定

を他者に委ねたいと思っていることが明らかになっ

ている（鈴木，吉田，小峰，2011）．そして，近年，

患者が高齢で意思決定が難しく，家族がその役割を

担う状況がよくあることに触れ，それまでの患者と

家族との関係によっては，家族が退院に関する意思

決定の主体と意識することがなかなか難しい状況が

あると述べてられている（鈴木他，2011）．退院後

の患者の療養生活に関しての家族の意思決定とし

て，「主治医にお任せします」や「退院調整看護師

さんが決めてください」という意思決定をする家族

もいると思うが，こうした意思決定が「家族が意思

決定したこと」として取り扱われている先行研究は

見当たらなかった．こうした現状からは，むしろ，

家族は初めから意思決定の主体であるのではなく，

医療者によって「家族は意思決定の主体になってい

く」と考えることはできないだろうか．

季羽（1989）は看護師が主体的でありにくいこと

について，看護という実践が従属的であり，「目立

たない・目立てない」という役割特性があること，

看護がバイタルサインを測定して病状変化を早期に

発見したり，病状に対する不安に対して話を聞いた

りと間接的効果をねらった働きかけが多いこと，

チームナーシングといった協調・融和を重視するこ

となどを挙げている．そして，看護師が主体的であ

ることについて，患者あるいは家族，または医師と

いった人々のいずれかの考え方の1つを選択するの

ではなく，看護師の立場での看護師自身の判断を持

つこと，そのうえで，その判断に基づく行動を推進

することと述べ，看護師の主体性が患者の立場が尊

重されることにつながると述べている（季羽，1989）．

そのためにも，看護師自身の主張の結果に看護師が

責任を持って対応し，主張を理解してもらうための

説明根拠を明確に認識し，それが明快に表現できな

ければならない（季羽，1989）．「家族が主体的に意

思決定できるように」とすることで，もしかすると

削ぎ落とされてしまってきた看護実践があるかもし

れない．季羽（1989）も指摘するように，看護師は

主体的な判断を下していないのではなく，判断を言

葉に表現することをためらっていることが多い．こ

れまでに，退院調整看護師からは，どこまで家族に

踏み込んでよいのか迷いながら関わっている現状

（塚本他，2012）や，家族の意思決定を尊重して退

院を調整したが，もっと強く看護師自身の考えを伝

えるべきだったのではないかと葛藤が続いている

（吉田，2004）ということが明らかにされている．

家族への意思決定支援の際に述べられてきた主体性

については，今後再考の余地があると考えられる．

その際，高齢化や医療の進歩などにより，患者自身

による意思決定が困難で家族が代理意思決定をしな

くてはならないケースが増えていること，第1報で

明らかになった，患者自身による意思決定が可能な

場合であっても家族にも意思決定支援が行われてい

る現状があること，第2報でも，退院調整看護師の

退院支援が，患者と家族をひとくくりにして取りあ

げられていたことから，患者と家族を一旦切り離し，

「家族」への意思決定支援ということにより焦点を

当てた研究も必要であると考えられる．

杉森（1995）は，看護学教育は「こうあるべき状

態」や，「こうあるはずの状態」を教育するのでは

なく，現場で起こっている看護現象から「現にある

状態」の本質を取り出し，そこから理論を創出し，

次代を担う我々の仕事の後継者に伝えていくような

教育を展開したいと述べ，その実現のためには「現

にある状態」を研究し，その研究成果に基づく知見

を集積していく以外に方法はないとしている．ま

た，日本看護協会は，ベッドサイドの実践が適切に

診療報酬に反映されるよう，多様な方法で道筋を捉

え，国民ならびに看護職の視点を大切に政策立案に

働きかけることを使命と考えていると述べている
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（高島，寺澤，2012）．退院調整看護師が配置される

ことにより退院調整加算が適応されるようになった

現在，退院調整看護師の研究において，実践しなが

ら行っている認知や判断を言語化し，専門的な実践

がどのように身につき，どのような仕方で実践され

ているのかを可視化することが求められている．そ

れによって退院調整看護師は，現代社会の家族の現

状に合わせた家族への退院支援に関する実践知を自

ら生み出すことができ，これが退院調整看護師の教

育・活動支援につながり，病棟看護師と共有するこ

とで病棟看護師の教育的支援にもつながり，退院支

援という家族看護の質の向上につながっていくので

はないかと考えられる．こうして実践から研究を始

めることが今後は求められ，専門的な実践がどのよ

うに身につき，どのような仕方で実践されているの

か，家族への意思決定支援における退院調整看護師

の実践知を明らかにしていく研究が，今後は必要と

なることが考察された．

〔受付　’13. 09. 30〕採用　’14. 09. 26
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A literature review concerning decision-making support for families at discharge was conducted in Report 1 as a 
review of previous research related to discharge planning for patients’ families in Japan. The purpose of the pres-
ent paper （Report 2） is to review previous studies on discharge planning nurses, who have become increasingly 
common in recent years. In combination with Report 1, this review discusses what kind of research is required in 
the future in terms of discharge support for families.
A literature search identified 26 reports related to discharge planning nurses, consisting of 1 report from 1998, 1 
report from 2001, and 24 reports from 2004 to 2012. In terms of the research content, reports were broadly divided 
in to the 3 categories of “role of discharge planning nurses”, “nature of discharge planning” and “educational sup-
port of discharge planning nurses”.
As suggested in Report 1, in research identified for Report 2, it was difficult to find concrete examples of how 
discharge planning nurses think and how they make decisions in practice. The main support for families required 
from discharge planning nurses is support for decision-making; however, in Reports 1 and 2, there were few stud-
ies focused only on the family.
In order to provide discharge support appropriate to the current situation of families in contemporary society, 
the paper proposes as future research issues verbalizing the practices of discharge planning nurses, who specialize 
in discharge support, and clarifying the practical knowledge of discharge planning nurses in decision-making sup-
port for families in terms of how the nurses acquire specialist practice and implement these practices.


